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研究成果の概要（和文）：研究成果は『「ポスト・トゥルース」時代における「極化」の実態』にまとめた。第
1章「『正しい罵り合い』：『正しい議論の仕方』からの類推」は議論の仕方を考察した。第2章「SNSの極化現
象－平昌五輪の韓国産いちご問題を事例としたTwitterにおける実証研究－」はポスト・トゥルース時代の極化
現象のメカニズムの再構築を試みた。第3章「『極化』・感情・熟議」はメディア環境の変化と感情変数の考慮
の点から検討した。第4章「望ましい議論に向けて－ジャーナリストがすべきこと－」は議論のためのジャーナ
リスト規範を検討した。第5章「望ましい議論に向けて－教育ですべきこと－」では望ましい議論を形成につい
て検討した。

研究成果の概要（英文）：The research results are summarized in "Actual conditions of　polarization 
in the post-truth era." Chapter 1 "Correct swearing: analogy from correct way of discussing" 
considered the way of discussion. Chapter 2 "SNS Polarization Phenomenon: Empirical Study on Twitter
 Using the Korean Strawberry Problem of the Pyeongchang Olympics " attempted to reconstruct the 
mechanism of the polarization phenomenon in the post-truth era. Chapter 3, "Polarization, Emotions, 
and Deliberation," was examined from the perspective of changes in the media environment and 
consideration of emotional variables. Chapter4,"Towards a Desirable Discussion：What Journalists 
Should Do" examined journalist norms for discussion. In Chapter 5, "Toward a Desirable Discussion: 
What Education Should Do", we examined the formation of a desirable discussion.

研究分野：倫理学・ジャーナリズム論・政治学

キーワード： 極化現象　　　　　記事内容分析　　　ネット書き込み分析　　　正しい議論　　正しい罵り合い　　
ユニコーンモデル　エコーチェンバー

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ポスト・トゥルース時代の議論について実証研究と文献研究から多角的に検討することを試みた。「粘り強い対
話の空間」を創出することはいかに可能かという問題意識を展開した思考の集積である。2021年１月にはアメリ
カ合衆国国会議事堂襲撃事件が起きた。民主主義の危機と言われるこの事件には時間をかけた検証が必要である
が、アメリカ合衆国内部では支持政党によって人々の分断と溝が一層深まる恐れがある。このような時代に問題
解決の処方箋を模索した。本研究が現実世界の分断を見据え、客観的な分析から望ましい議論を構築するには何
が必要かとそれぞれの分野の研究者が思考をめぐらせた成果である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1．研究開始当初の背景 

 「ポスト・トゥルース」時代という言葉が使われるようになり出し、ネットを中心に真実で

あるかどうかに関係なく、ただ敵対する相手を攻撃するだけの意見を浴びせるような事象が問

題となり始めていた。賛否が分かれるような争点を議論しているうちに、極化現象が起きたと

して、双方が対立する側の意見に聞く耳を持たず、ただ言い負かすだけのために、真実であろ

うとなかろうとなりふり構わず、ただ攻撃的な意見を浴びせるだけ、というような時代になり

つつあった。このままでは、議論をすること自体がある意味で非倫理的だ、ということになっ

てしまうのではないか、とさえ考えられた。しかしその一方で、議論は民主主義の原則なはず

である。そこでポスト・トゥルース時代の議論と民主主義の問題を、ジャーナリズム論的な視

点も加えて、倫理学的に検討してみることには大いに意義があった。 

2．研究の目的 

 本研究は極化現象の分析とポスト・トゥルース時代の倫理学的視座の探究を目的とする。極

化現象とは対立するテーマで議論を進めると、極端な意見を支持する者が増える現象である。

ポスト・トゥルースとは米大統領選挙で「トランプ現象」として注目された、自らの主張を正

当化するためには、主張の根拠が真実であるかどうかに頓着せず主張する現象である。自由で

正しい議論は民主主義の基盤である。そうであれば自由で「正しい」議論とは何かを、明確に

しなければならない。議論をする以上、意見の対立が生じるのは当然である。しかしその議論

に全く正しい方法がなく、相手を言い負かすために虚偽の根拠で議論してもかまわなければ、

民主主義は騙した者が優位に立つ制度になり、多様な意見を検証して正義を実現するのは不可

能になる。本研究はそのような言論状況を検証し極化現象の問題点を明確にし、ポスト・トゥ

ルース時代の倫理学的視座を探求しようとするものである。 

 ☆研究方法と結果に関しては、成果物で本年 3 月に刊行した『「ポスト・トゥルース」時代

における「極化」の実態：倫理的議論と教育・ジャーナリズム』（印刷学会出版部）の目次に

従って記載する。 

3．研究の方法 

 第 1 章「『正しい罵り合い』：『正しい議論の仕方』からの類推」は、議論の仕方を根本的

に考察した。議論というよりも罵り合いといった方が適当であるようなものになってしまいか

ねない、現在のネット上の論争であっても、議論が民主主義の原則であるのならば、否定して

しまうわけにはいかない。そこで逆説的に、正しい罵り合いというものは存在するのか、とい

う点に着目した。そこから正しい意見のやりとりとはどのようなものなのか、を確認した。 

 第 2 章「SNS の極化現象－平昌五輪の韓国産いちご問題を事例とした Twitter における実

証研究－」は、平昌五輪期間中に発生した韓国産いちご問題を事例に、メディアの客観報道

に基づいて、受け手の議論・対立（極化・分断）がどのように生じているかをダイアロジカル

ネットワーク分析によって明らかにした。それによって、ポスト・トゥルース時代における、

極化現象のメカニズムの再構築を試みた。 

 第 3 章「『極化』・感情・熟議」は、第 2 章の平昌五輪報道の実証研究における極化モデル

を踏まえて、メディア環境の変化と感情変数の考慮の 2 点から検討した。その後に極化と「熟

議」とを感情によってつなげ、寛容性のある場の構築を以下の 2 点から試みた。まず極化現象

における成員及び集団のもつ感情の働きをマス・メディア論と社会心理学の諸研究を概観する

ことで明らかにした。次に感情が熟議を促すためにどの程度関与しているのかについて先行研



究を辿ることによって整理をした。その際に、否定的感情の一つである「怒り」を取り上げ、

その情報収集欲求が、極化状況に陥る集団が有する「私憤」を「公憤」に転化させることで、

熟議との関連を模索した。 

 第 4 章「望ましい議論に向けて－ジャーナリストがすべきこと－」は、第 1 章から第 3

章までの内容を踏まえて、議論のためのジャーナリストの規範を検討した。そのために、まず

ジャーナリズムという活動の大前提を確認し、ジャーナリズムの定義を提示した。それに則っ

た活動をするジャーナリストのアプローチを四つに分類し、特に意見が対立し議論になりうる

ような問題を扱う際に、どのような対応が想定されるかを考察した。そこから日本におけるジ

ャーナリストの規範の導き出しを試みた。 

 第 5 章「望ましい議論に向けて－教育ですべきこと－」では、望ましい議論を形成する思考

に焦点を定めて検討した。自らの正義感について批判的に考える態度が涵養されれば、他者を

一方的に非難することはなくなるかもしれない。「正しい罵り合い」が公共空間のなかで成立

するためには、一方的に相手を非難するのではなくて、罵り「合う」ことが必要である。罵り

合う技術と態度を涵養することは、私たちの自ら発する言葉について敏感になり、規範的なお

題目とは異なった言葉の力を取り戻すことにもつながる。そうした点に注目して考察した。 

4．研究成果  

 第 1 章「『正しい罵り合い』：『正しい議論の仕方』からの類推」：「正しい罵り合い」は、

罵り合いが行われる公共空間に参加する全てのステークホルダーが罵り合いに参加することに

ついて積極的に関与し、参加についての合意または同意が存在する場合に成立しうる。しかし、

そのような「正しい罵り合い」が現実の世界において成立するのは非常に限られた場合になる。

サイバー掲示板では条件次第で「正しい罵り合い」が成立する可能性がありえるが、出版物、

新聞、テレビでは成立しないように思われる。もちろん、「ソフトな」罵り合いであれば問題

が少ないかもしれないが、そうなったらそれはもはや罵り合いではなくなるかもしれない。 

 第 2 章「SNS の極化現象－平昌五輪の韓国産いちご問題を事例とした Twitter における実

証研究－」：まず、SNS 上において、一方では、保守派に偏った「インフルエンサー」が一定

期間出現している。他方では、政治ではなく広告や個人的な娯楽のツイートをしている「イン

フルエンサー」が一定期間出現している。２つの層は互いに別の期間で「エコーチェンバー」

を形成している。このことから、それぞれある一定の期間（同時期ではない）、SNS 上での言説

は「極化」していたことがわかる。 

具体的には、韓国産いちご問題を取り上げていたユーザーは韓国に対する不満、法制度の整

備の必要性、マスメディア批判を行っていたが、これらの議論に反論するユーザーは確認でき

なかった。一方で韓国の食品、美容、観光などの娯楽コンテンツを投稿していたユーザーは韓

国のいちごについて取り上げていたが、政治情勢とは無関係なスイーツ紹介のような投稿であ

った。これはインターネットにおける選択的接触が、第一にニュース志向と娯楽志向とに分類

できるとする見解を支持するものである。すなわち「韓国」、「いちご」をキーワードとする

Twitter 上の投稿においては、まず、ニュース志向集団と娯楽志向集団の間でフィルタリング

やエコーチャンバーが発生していた可能性が高い。 

そして韓国産いちご問題を共有していたのは一部のユーザーであり、ある一つの分化した集

団内部で行われた議論であった可能性がある。そのため、多くのユーザーは韓国産いちご問題

を認識していなかった可能性もある。 



次に、韓国のいちご問題におけるダイアロジカルネットワークは、「インフルエンサー」を

中心に、マスメディアから韓国のいちご問題に関する情報を参照し、韓国やマスメディア（主

に『朝日新聞』）を批判する。また、政府機関がマスメディアを介して韓国のイチゴ問題に言

及していることから、「マスメディア→SNS→政府機関→マスメディア→SNS」の言説の順序構

造が浮かび上がっている（この流れは言説上の順序構造であり、現実に因果関係があるかどう

かを考慮するものではない）。 

理論仮説の流れに沿うなら、次のように解釈できる。「特定の事実・問題」と「大規模なイ

ベント」に関する言説は、イチゴの種が韓国へ流出した問題が「もぐもぐタイム」というイベ

ントを通じて浮上したことである。「メディアの報道」は、テレビ、新聞、インターネットな

ど、マスメディアが中継等で報じたことである。「ネットでの炎上・対立」は、本分析から、

２月 25 日から 2 月 26 日頃に SNS 上で保守派のインフルエンサーが集まり、対立や極化の議論

が前提となる議論が展開されている。この時点でメディアの報道からの「既成事実に基づいた

ネットでの炎上・対立」が発生している。「政府による発表・会見」は、SNS 上での議論から浮

かび上がった言説がマスメディアや政府とレリバンスを持つ、というダイアロジカルネットワ

ークが浮かび上がっている。最後に、「メディアの既成事実化」と「既成事実に基づいたネッ

トでの炎上・対立」は、フォロワーを大量に保有する保守派の「インフルエンサー」が寄り集

まることで、SNS 上では極化した議論が前提となっている。また、アゴラなどの記事を参照した

ツイートが複数人により連続で大量に投稿されていた。これらのことから、言説の流れとして

見た場合、理論仮説は検証された。 

以上のことから、見かけ上の議論の「極化」現象をダイアロジカルネットワークとして解釈

することができる。議論を進めていく中で、韓国のイチゴが問題であるはずが、次々と話が大

きくなっていくからである。その背景には、2 月 26 日から２月 27 あたりで、「インフルエン

サー」が介入していることが挙げられる。すなわち、保守派の「インフルエンサー」が介入す

ることで、議論している人々が保守派に偏るようになっている。なぜなら、保守派のフォロワ

ーもまた基本的に保守派だからである。議論する人間がすでに「極化」した状態にあり、彼ら

がツイートしているという「エコーチェンバー」理論に基づいた解釈をすることができる。 

 第 3 章「『極化』・感情・熟議」：集団の極化現象が特にソーシャル・メディアで顕著にな

ることを、メディア環境の変化（ハイブリッド・メディア・システム）と、成員と用いられる

言語の「感情」要素に着目して社会心理学並びにメディア研究の研究動向を整理した。さらに、

極化と感情と熟議との関係を、メディア研究ないし政治学の研究から概観した。伝統的なマス

・メディアとソーシャル・メディアが混合しているメディア環境であるハイブリッド・メディ

ア・システムにおいては、その混合形態や、影響力について一般化はされていない。しかし、

伝統的メディア間では、報道と娯楽の混在という形で「雑種性」が進み、それが発信手段を持

った従来の受け手にまで浸透した。その複雑性が情報の嗜好による選択という意味での「選択

的接触」を促進させ、それに伴う情報環境の変化（「共鳴室」状況や「フィルター・バブ 

ル」）をもたらしたとみられる。複雑性からの影響の実証はまだ示されていないが、第 2 章の

マス・メディアを介在させることで、ソーシャル・メディアに「極化」が見られたことは、ハ

イブリッド・メディア・システム環境から説明が可能であろうと思われる、例えば、伝統的メ

ディアの報道における「客観性」「公平・公正」性、「中立」、神話を留保しつつ、ソーシャ

ル・メディアを経験した受け手の選択性からの視点で、「選択的接触」概念およびその要件を



再検討するという姿勢を説明に持たせることができるのではないか。感情とメディアの諸研究

から、特に集団間感情研究から、基本感情とみなされる「怒り」や「嫌悪」の面で極化がみら

れる研究があったこと、極化の要因とされる社会的アイデンティティー論との関係を、認知レ

ベルから解き明かす研究、認知評価理論とその構成要素であるフレームから説いた研究は、極

化と感情との関係に普遍性予期させるものであった。熟議と感情との関係も、「怒り」がもつ

攻撃性とそのエネルギーが、「私憤」から「公憤」に転化させることで異論への接触と寛容を

生む「仮説」は、理性的人間像の残滓を前提にしているきらいはあるとはいえ、「選択的接触」

の陥穽を超える手がかりを提供するものとなろう。 

 第 4 章「望ましい議論に向けて－ジャーナリストがすべきこと－」：ジャーナリストが、

対立する議論になるような出来事を報道をする場合、真実を伝えることは当然である。しかし、

その真実の伝え方のスタンスは、ナショナリスティック・リバタリアン・リベラル・コミュニ

タリアンの各アプローチによって異なる。このように述べてしまうと、結局ジャーナリズムの

規範とは、全く相対的なように思えるかもしれない。しかしそうではない。ジャーナリズムの

制度的役割は、社会の全ての成員に、正しい議論の「場」を共有させることである。そういう

点で、普遍性が求められるのである。既述のように、誰もが情報発信をできる状況の中では、

誰もがジャーナリストの役割を担えることになってしまう。だからといって、自らに都合のい

い事実によって、偏った主張や対立する相手を罵るだけのような意見ばかりを取り上げていれ

ば、罵り合いのような議論が展開されることになる。そのため、ジャーナリストはどのアプロ

ーチをとるにせよ、真実を述べるということと、信頼を得るということは大前提なのである。

だとすれば、個々のジャーナリストに全く相違がみられないということはないだろう。しかし、

当該議論の議長役や司会役として、議論を正しく展開させるというのは普遍的な規範といえる

だろう。 

 第 5 章「望ましい議論に向けて－教育ですべきこと－」：「望ましい議論」に向けて教育は

なにをなすべきかという問いに明確な解答を与えることは困難である。この問いに答えるため

には、そもそも「だれにとって」望ましい議論であるのか問わなくてはならないだろう。ラッ

パーのラップ的思考力の源泉は、私たちが社会で他者と共に生きることを通して感じる喜怒哀

楽であった。誰もが社会で暮らしていくなかで感じる思いを乗せて言葉を投げかけることが大

切である。それが「真実の言葉」であり「世界を変える力」を持つ言葉である。その対話にお

いて常識や既存の世界を解体していくなかで、新たな関係性と対話が立ち上がってくる。その

立ち上がった対話がたとえ「望ましい」ものでなかったとしても、他者と応答することが求め

られる。対話的教育においては、学校の教育制度が問題なのではない。目の前の私たちがすで

に出逢ている（あるいは未だ出逢い損なっている）他者との対話こそが他者と共に世界を創り
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ーンの言葉を私たちがどのように受け止め、どのように応答するのか。この応答について共に

考え、対話していくことから「望ましい」議論に向けた教育は始まるのである。 
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